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所属数 ８課１室、３県外事務所 職員数 １７０人

【嶋川　智尉】 【課長：幸野　和成】

地域交通・物流対策室 （ 6人）（地域交通・物流対策班）

【室長：松垣　安城】

【課長：田吹　美紀】

統 計 調 査 課 （27人）（参事、統計企画班、統計分析班、人口・社会生活統計班、産業統計班）

【課長：東　信之】

交通政策局長 交通政策企画課 （13人）（空港企画班、海上交通班、広域交通班）

【課長：角渕　達彦】

スポーツ振興課 （10人）（スポーツ企画班、スポーツ振興班）

【課長：佐藤　貴広】

広 報 広 聴 課 （13人）（広報・報道班、広聴班）

国 際 政 策 課 （10人）（海外戦略班、多文化共生推進班、パスポート班）

【課長：松木　京子】

【三浦　健】

おおいた創生推進課 （14人）（総合戦略班、移住定住促進班、地域活力創生班）

【課長：木口　智広】

（10人）【所長：田﨑　信生】

芸術文化振興課 （22人）（芸術文化企画班、芸術文化振興班）

審 議 監 福岡事務所（ 7人）【所長：伊東　靖之】

令和８年度　企画振興部　組織図
R8.4.1現在

企画振興部長 政 策 企 画 課 （18人）（総務企画監、総務班、企画調整班、政策企画班） 東京事務所（17人）【所長：市原　淳介】

【上城　哲】 【課長：十部　功】

大阪事務所
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4,890,081
（　　　　　）

6,266,465
（　　　　　）

1,144,718
（　　　　　）

1,271,827
（　　　　　）

1,261,176
（　　　　　）

1,261,176
（　　　　　）

（　　　　）

95.7
（　　）

97.5
（　　）（　　　　）

※(　 　　　)内は予算付替前

△219,100

△161,584

（　　　　）
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（１）本　　庁

　総　務　班(６人)

１　組　　　　織 政策企画課

部　　　　　長（ 上　城　　　哲 ）
審　　議　　監（ 三　浦　　　健 ）

〔政策企画課〕（１８人）

 （溝　口　剛　弘）

　主　　幹 (総 括)

 （藤　本　　　望）

　企画調整班(３人)

　課　　　　　長 　総 務 企 画 監 　主　　幹 (総 括)

（十　部　　　功） （大　山　　　毅）  （河　野　元　計）

　政策企画班(７人)

　主　　幹 (総 括)
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（２）地方機関

〔東京事務所〕（１７人）

行 政 課 　参　　　　　事
次 長 兼 行 政 課 長

（５人） （甲 斐 崎 一 成）
（角　田　文　敏）

（周　藤　慶　智）

　所　　　　　長 次 長 兼 企 業 誘 致 課 長 企 業 誘 致 課 　主　　　　　幹
（市　原　淳　介） （小　杉　淳　子） （３人） （石　川　華　代）

フ ラ ッ グ シ ョ ッ プ
企 画 推 進 監 兼 おんせん県おおいた課 　主　　　　　幹
おんせん県おおいた課長 （内　藤　元　理）

（５人）
（阿　南　大　輔）

　課　　　　　長
（２人） （山 口 真 由 美）

〔大阪事務所〕（１０人）

次　　　　　長
（二　宮　淑　恵）

　所　　　　　長
おんせん県おおいた課

（田　﨑　信　生） 次 長 兼
（５人）

　課　　　　　長
（伊　東　靖　之） （５人） （小　野　勝　廣）

おんせん県おおいた課長
（後　藤　孝一郎）

企 業 誘 致 課

（一般社団法人）ツール・ド・九州研修派遣（１人）

主　　　　　幹
（小　山　　　玄）

〔福岡事務所〕（７人）

　所　　　　　長 企　　画　　課
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(21) 企画振興部、人事委員会及び労働委員会の総務系事務に関すること（総務事務センターの所掌に係る事項を除く。）

(22) 企画振興部中他課の所管に属しないこと

(18) 行政評価に関すること（行政企画課の所掌に係る事項を除く。）

(19) 企画振興部各課の連絡調整に関すること

(20) 東京事務所、大阪事務所及び福岡事務所に関すること

(15) 全国知事会及び九州地方知事会に関すること

(16) 部長会議に付議する事項に関すること

(17) 政策企画委員会に関すること

(12) 構造改革特別区域法(平成１４年法律第１８９号)に関すること

(13) 広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（平成１９年法律第５２号）に関すること（社会資本整備総合交付金に係る事項を除く。）

(14) 地方分権の推進に関すること（他の課、所及び室の所掌に係る事項を除く。）

(９) 企画振興部に係る安全衛生の連絡調整に関すること

(10) 国土形成計画に関すること

(11) 総合特別区域法（平成２３年法律第８１号）の施行に関すること

(６) 企画振興部に係る組織及び定数の管理に関すること

(７) 企画振興部に係る人事及び予算の総括に関すること

(８) 企画振興部に係る部落差別解消推進の連絡調整に関すること

(３) 企画振興部に係る行政の総合企画及び調整に関すること

(４) 企画振興部に係る行政の調査及び研究に関すること

(５) 企画振興部に係る行政に関する統計資料の活用に関すること

２　分　掌　事　務

〔政策企画課〕

(１) 県行政の総合企画及び連絡調整に関すること

(２) 重要施策の総合調整に関すること
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画調査費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

「安心・元気・未来創造ビジョン２０２４」の進行管理や県政における重要政策の企画、

( 4,341 ) 　総合調整を行う。

安心・元気・未来創造ビジョ 4,411 0 0 4,411 4,341

ン２０２４推進事業費 ◎ビジョン推進委員会の開催等に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　２，８２７

◎部長会議・政策企画委員会の開催等に要する経費　　　　　　　　　　　　１，４５１

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３３

( 4,341 )

4,411 0 0 4,411 4,341

課名 政策企画課

目　　計
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４　重　点　事　業

〔政策企画課〕

(１) 「政策県庁」の推進

県政における重要政策の推進や課題解決のためには、県民中心・現場主義の視点に立ち、県庁自らの幅広い情報収集によ
り、解決策を迅速に立案・実行していくことが必要である。
そのため、政策県庁のさらなる推進に向け、部長会議や政策企画委員会を中心に、政策立案・調整機能の強化や部局間連携

を一層進めるとともに、若手職員向け「政策形成研修会」の開催などに取り組む。
また、ハーモニーランドエンタメリゾート化については、昨年度２月に設置した支援プロジェクトチームの下、求められる

ニーズや課題等に県としてワンストップで対応し、民間投資を円滑かつ迅速に進め、誘致効果の最大化を目指す。

(２) 「九州地方知事会」を通じた地方創生の加速

「九州地方知事会」を通じて九州及び山口９県相互の連絡提携を図るとともに、この９県知事と九州経済４団体で構成され
る「九州地域戦略会議」が推進する「九州創生アクションプラン」に基づき、こども政策の推進や防災・減災対策の高度化な
どに関係各課と連携して取り組む。
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　地域活力創生班(４人)

　課長補佐（総 括)

 （安 達　俊 夫）

（高 茂 大 介)(兼)

参 事

おおいた創生推進課

　主　　幹 (総 括)

　総合戦略班(４人)

 （吉 永　昌 功）

（ 木 口 智 広 ）

課 長

〔おおいた創生推進課〕（１４人）

１　組　　　　織

　移住定住促進班(５人)

　主　　幹 (総 括)

 （末 吉　正 尚）
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２　分　掌　事　務

企業等との包括連携協定に係る連絡調整に関すること

その他地域振興(他の課室の所掌に係る事項を除く。)に関すること

(６)

まち・ひと・しごと創生法(平成二十六年法律第百三十六号)の施行に関すること

移住定住(UIJターン)促進の総合企画及び連絡調整に関すること

ふるさとおおいた応援寄附制度の総合的な推進に関すること

地域再生法(平成十七年法律第二十四号)の施行に関すること(建設政策課の所掌に係る事項を除く。)

新市における旧町村地域等の振興(他の課室の所掌に係る事項を除く。)に関すること

高齢化集落対策の総合企画及び連絡調整に関すること

買い物弱者対策の総合企画及び連絡調整に関すること

(12)

〔おおいた創生推進課〕

(１)

地域づくり団体に関すること

離島、山村及び半島の地域の振興に係る総合企画及び連絡調整に関すること

地方拠点都市の整備に関すること

(７)

(８)

(９)

(10)

(11)

(２)

(３)

(４)

(５)
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画調査費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

　　　本県へのＵＩＪターンや定住を促進するため、移住相談会を開催するほか、市町村と連携

　して移住者向けの応援金の給付等に取り組む。

◎移住者への定額給付金の支給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２５，１００

　・移住応援給付金（子育て加算、若年加算、人手不足分野の職種加算）

　・移住支援金（子育て加算、就業等の要件あり）

◎移住相談会の開催及び相談体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　５９，９５２

　・移住コンシェルジュ及び移住サポーターの配置　　　　

　・移住相談会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　

繰入金 ( 0 )

おおいた移住定住促進事業費 217,801 50,676 162,723 4,402 209,317 ◎情報発信　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，９０５

　・移住交流ポータルサイトの運営等　　　　　　　　　　　

　・若年者に向けたＷＥＢ等での情報発信　　　　　　　　　　

◎定住支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，８５１

　・地域おこし協力隊の振興局配置（２名）　　　　　　　　　　　　　　　　

　・地域おこし協力隊を対象とした相談対応及び交流会の実施　

　・若者世帯向け定住相談窓口の設置　　　　　

◎企業連携による転職なき移住の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，９９３

　・転職なき移住に向けた県外企業等向け移住体験への支援　　

就職による移住を促進するため、就職に有利な技術・資格の習得から移住、就職、定住ま

　で一貫して支援する。

◎ＩＴスキルアップ支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４，４５１

繰入金 ( 0 ) 　・生成ＡＩの活用やＷＥＢマーケティングなどＩＴ技術講座の受講支援

移住者就業スキルアップ支援 71,589 32,068 39,521 0 0

事業費 ◎資格取得スキルアップ支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６６２

　・簿記、宅建士、ファイナンシャルプランナー、医療事務、語学など

◎若年者就業伴走型支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４，４７６

　・キャリアアドバイザーによる就業に向けた伴走型支援

課名 おおいた創生推進課

特

特

特
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画調査費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

　　　住み慣れた地域に住み続けたいという県民の希望を叶え、将来にわたり持続可能な地域づ

　くりを実現するため、地域コミュニティ組織が行う地域課題の解決等に要する経費に対し市

　町村と連携して助成するほか、買い物弱者対策などに取り組む市町村を支援する。

◎ネットワーク・コミュニティ推進体制整備　　　　　　　　　　　　　　１１，７５０

　・地域コミュニティ組織の立ち上げ、担い手確保のための再編を支援する専門家の派遣

◎ネットワーク・コミュニティ推進モデル委託　　　　　　　　　　　　　１９，４００

　・地域の抱える課題把握やその解決に向けた取組の試行

◎高齢化集落等支援事業費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８，０００

繰入金 ( 0 ) 　・ネットワーク・コミュニティ推進枠

持続可能な地域づくり推進事 124,041 27,200 96,841 0 114,536 　・生活支援推進枠

業費 　・集落活動支援枠

◎地域コミュニティ組織広域協議会等　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，８９１

　・地域コミュニティ組織広域協議会の開催

　・新しいおおいた共創会議地域別部会の開催

　・高齢化集落応援隊の活動推進

◎買い物支援アドバイザーの派遣　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００

　・集落への買い物支援の導入を検討する市町村に対し、アドバイザーを派遣

◎市町村域の実態把握調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００

　・移動・買い物支援の状況調査

ふるさと納税を広く全国から募るため、魅力ある返礼品の充実や効果的な情報発信などの

　取組をより強化するとともに、集まった寄附金をふるさとおおいた応援基金に積み立てる。

◎基金積立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５２，０２８

　・ふるさとおおいた応援基金への積立

財産収入 ( 50,682 ) ◎個人版ふるさと納税推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７０，９７９

おおいたふるさと納税推進事 225,993 0 28 73,965 147,855 　・個人版ふるさと納税の寄附や返礼品の管理等を委託

業費 寄附金 　・ふるさと納税ポータルサイトの利用

152,000

◎企業版ふるさと納税推進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，２００

　・本社が県外にある企業等を調査し、企業版ふるさと納税を活用した県への寄附の働き

　　かけを委託

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８６

課名 おおいた創生推進課

特

特

特
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３　令和８年度当初予算



、

４　重　点　事　業

(３) ふるさと納税の推進

全国の市場拡大が続き、地方独自の財源として重要性が増すふるさと納税について、県内市町村と連携して寄附の確保を進
める。

「まち・ひと・しごと創生大分県総合戦略」や「人口ビジョン」に基づき、若年者と子育て世帯に重点を置いた移住定住施
策を進めるとともに、地域の担い手確保や活性化を図るため、関係人口や二地域の拡大に向けた取組を進める。

住み慣れた地域に住み続けたいという県民の希望を叶えるため、複数集落で集落機能を補完するネットワークコミュニティ
の構築や担い手確保を支援するとともに、市町村と連携し、高齢化でニーズの高まる移動・買い物等の生活支援を促進する。

(２) 高齢化集落対策の推進

〔おおいた創生推進課〕

(１) 移住定住の促進、関係人口・二地域居住の拡大
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国 際 政 策 課
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多文化共生推進班（３人）

 （山　田　和　寿）

 （安　達　文　俊）

　課　　　　　長

　（松　木　京　子）

　パスポート班(２人)

　参　　事（総 括)

　主幹 (総 括)

 （難　波　一　尚）

１　組　　　　織 国際政策課

　海外戦略班(４人)

　主幹 (総 括)

〔国際政策課〕（１０人）
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２　分　掌　事　務

(８)

海外戦略に係る総合企画及び連絡調整に関すること

多文化共生の推進に関すること

国際交流及び国際協力に係る総合企画及び連絡調整に関すること

国際知識の啓発普及に関すること

外国人留学生に関すること

(３) 外国人観光客誘致、県産品輸出等の支援に関すること

(６)

(７)

海外移住及び海外技術交流に関すること

公益財団法人大分県芸術文化スポーツ振興財団に関する事務のうち、国際交流基金及び国際交流プラザに関すること

(12) その他国際政策に関すること

(５) 外国公館との連絡その他渉外（他課及び室の所掌に係る事項を除く。）に関すること

〔国際政策課〕

(１)

海外県人会に関すること

旅券に関すること

(９)

(10)

(11)

(２)

(４)
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画総務費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

使用料及手数料 ( 44,489 ) 国際政策課職員　１２人

給与費 94,814 0 25,363 69,451 72,484

成長を続ける海外の活力を取り込み、本県産業の活性化を図るため、連携協定締結地域な

　どとの関係を強化するほか、県内の民間事業者等が海外展開しやすい環境を整備する。

◎部局連携による一体的な海外プロモーション　　　　　　　　　　　　　３４，７１２

繰入金 ( 0 ) 　・米国及び台湾でのプロモーションの実施

海外ネットワーク強化対策事 56,699 5,483 51,216 0 60,340

業費 ◎海外ネットワークの強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１，９８７

　・大阪・関西万博等を通じて交流を深めた国・地域との関係強化

　・海外県人会など本県ゆかりの人材を活用した県内企業の海外展開に向けたマッチング

　　支援

　・新たな国・地域のネットワーク開拓に向けた現地調査等の実施

　・アジアビジネス研究会の開催

多文化共生を推進し外国人から選ばれる大分県を実現するため、外国人が地域社会の一員

　として活躍するとともに、安心して暮らすことのできる環境を整備する。

◎相談対応の充実　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２，３３７

　・相談対応等を行う「外国人共生コーディネーター」の振興局への配置

　・外国人総合相談センターの運営

◎コミュニケーション支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，１９４

繰入金 ( 0 ) 　・日本語教室ボランティアの養成等

多文化共生推進事業費 57,973 23,658 22,007 12,308 43,939

◎生活支援の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，１１０

　・外国人向け情報ポータルサイトの構築

　・災害時の外国人支援人材の育成

　・国際交流団体等ネットワーク会議の開催　　

◎相互交流・理解の促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，３３２

　・外国人住民に対する地域での支援モデルの構築

課名 国際政策課

特

特

特
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３　令和８年度当初予算



　（荻　貴　伸）
　海外に拠点を持つ国の機関や海外の県人会等との連携を図り、海外戦略推進の基盤となるネットワークづくりを推進する。

４　重　点　事　業

(３) 外国人留学生の支援と活用

人口当たり外国人留学生数が全国トップクラスの本県において、その活力を地域に取り込み、県民の国際化や企業の海外展
開への機運醸成を図るため、留学生の県内就職・起業を推進するとともに、大学等における留学生の確保を支援する。

(４) 海外とのネットワークづくり

大阪・関西万博等を通じて交流を深めた国・地域との友好関係を強化するとともに、部局連携による一体的なプロモーショ
ンや世界で活躍する本県ゆかりの人材とのネットワーク活用等により、海外施策を体系的に推進する。

本県で暮らす外国人の増加を踏まえ、「外国人共生コーディネーター」の振興局への配置による相談体制の充実や、外国人
住民に対する地域での支援モデルの構築等を通じて、誰もが安全・安心に暮らせる地域づくりを推進する。

(２) 多文化共生の地域づくり

〔国際政策課〕

(１) 海外戦略の推進
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芸 術 文 化 振 興 課
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 （次 郎 丸 徹 也)【業務援助】

　 主　　　　　幹

 （重　定　顕　男）

 （山　崎　一　樹）

　 参　　　　　事

　 参　　　　　事

 （松　尾　浩　司）

 （森　清　友　祐）
　 主 幹 学 芸 員

 （宗　像　晋　作）

芸術文化振興課

　芸術文化企画班(５人)

　主　　幹（総 括)

 （江　藤　憲　幸）

（公財）アルゲリッチ芸術振興財団業務援助・研修派遣（２人）

（公財）大分県芸術文化スポーツ振興財団業務援助（７人）

（角　渕　達　彦）

 （和 哥 山　　剛）

　主　　幹（総 括)

　芸術文化振興班(６人)

　 参　　　　　事

 （廣　末　順　一）

　課　　　　　長

１　組　　　　織

〔芸術文化振興課〕（２２人）
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〔芸術文化振興課〕

２　分　掌　事　務

(６)

芸術文化行政に係る総合企画及び連絡調整に関すること

県民の余暇利用に関すること

芸術文化施設整備の推進に関すること

大分県立美術館に関すること

美術品等の調査、研究及び活用に関すること

(１)

その他県民の芸術文化振興に関すること（教育庁の所掌に係る事項を除く。）

(７)

(８)

(９)

(２)

(３)

(４)

(５)

芸術文化関係諸団体に関すること

大分県立美術館及び大分県立総合文化センターにより構成される芸術文化ゾーンを拠点とした芸術文化の振興等に関すること

公益財団法人大分県芸術文化スポーツ振興財団に関すること（国際政策課の所掌に係る事項を除く。）
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画調査費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

アルゲリッチ音楽祭の成果を顕彰し、次代の担い手へと継承するため、「しいきアルゲリ

　ッチハウス」（令和８年９月県有化予定）を活用して、芸術文化の鑑賞機会を充実させると

　ともに、中学生の歌唱指導等による人材育成に取り組む。

◎ハウスを活用した教育連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３，２２９

　・こどもたちをハウスに招待し、一流の音楽家による演奏の鑑賞と技術指導等を実施

◎副読本の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７２７

　・アルゲリッチ氏の功績と本県との関わりを伝える副読本を作成

◎フィルムコンサートの開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６，３０１

しいきアルゲリッチハウス活 繰入金 ( 0 ) 　・過去の音楽祭の映像を活用したフィルムコンサートを実施

用促進事業費 47,089 11,694 29,414 4,996 0

諸収入 ◎ハウスにおけるコンサート等開催事業　　　　　　　　　　　　　　　　　１，２６７

985 　・国内外のクラシックファンやこどもたちを対象に、質の高い演奏会等を開催

◎広報委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，６３２

　・ハウスにおける各種イベント等をＰＲ

◎県有化記念式典開催経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６２０

◎ハウス環境整備及び維持管理経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，３１３

文化の創造と享受の場を提供することにより、県民の多様な文化活動等を促進するため、

　県立総合文化センター及び県立美術館を管理・運営する。

諸収入 ( 326,665 )

県立総合文化センター及び県 584,210 147,015 55,000 382,195 556,965 ◎県立総合文化センター管理運営委託料　　　　　　　　　　　　　　　２０７，５４４

立美術館管理運営事業費 ◎県立美術館管理運営委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１４，１６２

◎指定管理施設の人件費上昇分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４，６３５

◎賃金スライド影響額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２，３８０

◎サービス改善事業委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１００

◎キャッシュレス化にかかる手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，７６８

◎施設の維持及び利便性の向上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６２１

課名 芸術文化振興課

特

-41-
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４　重　点　事　業

県立総合文化センター及び県立美術館を拠点として、文化の創造と享受の場を提供することにより、県民の多様な文化活動
等を促進するため、芸術文化活動の支援に取り組む。

アルゲリッチ音楽祭の成果を顕彰し、次代の担い手へと継承するため、しいきアルゲリッチハウスを活用して、芸術文化の
鑑賞機会を充実させるとともに、中学生の歌唱指導等による人材育成に取り組む。

(２) しいきアルゲリッチハウスの活用促進

(１) 県立総合文化センター及び県立美術館を拠点とした芸術文化活動に対する支援

〔芸術文化振興課〕

-27-



ス ポ ー ツ 振 興 課
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（株）大分フットボールクラブ研修派遣（１人）

 （片　山　貴　樹）

　 課　長　補　佐

（佐　藤　貴　広）

　課　　　　　長

スポーツ振興班（４人）

　課長補佐（総括）

 （諫 山 聖 司）

１　組　　　　織

〔スポーツ振興課〕（１０人）

スポーツ振興課

スポーツ企画班（４人）

　主幹（総括）

 （今 井 小 百 合）  （土 谷 知 弘）（兼）

  主幹

 （塚 本　  涼）（併）

-29-



〔スポーツ振興課〕

２　分　掌　事　務

地域活性化につながるスポーツの振興に関すること

地域活性化に資するスポーツ施設のあり方の検討に関すること

(１)

（２）
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画調査費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

サイクルスポーツの普及拡大とサイクルツーリズムを通じた地域活性化を図るため、国際

　サイクルロードレース「ツール・ド・九州」の大分ステージに係る開催準備や情報発信等を

　行う。

◎ツール・ド・九州実行委員会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　５０，１２９

繰入金 ( 0 ) 　・九州経済連合会と福岡県・佐賀県・長崎県・熊本県・大分県・宮崎県等からなるツー

ツール・ド・九州推進事業費 82,579 81,201 1,378 0 74,395 　　ル・ド・九州実行委員会が大会の運営に要する経費を負担

◎ツール・ド・九州開催に係る機運醸成　　　　　　　　　　　　　　　　３１，６１０

　・本大会における県民の関心を高め、県内外のレース関心者に情報を届けるため、県内

　　各地でのイベントでの周知活動や、ＷＥＢを活用した情報発信を実施

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４０

別府大分毎日マラソン大会の開催など、市町村や関係団体と連携し、地域におけるスポー

( 8,011 ) 　ツ活動の活性化に取り組む。

スポーツ行政推進費 8,011 0 0 8,011 8,011

◎別府大分毎日マラソン負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，４８０

◎印刷消耗費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３１

スポーツによる地域活性化を図るため、県内スポーツ施設の在り方について検討するとと

　もに、大分スポーツ公園の魅力向上に取り組む。

◎地域活性化に資するスポーツ施設の検討委員会の設置　　　　　　　　　　４，６５６

繰入金 ( 0 ) 　・令和７年度の調査で挙げられたスポーツ施設について、整備の必要性や地域にもたら

スポーツ施設魅力向上事業費 24,456 11,620 12,836 0 0 　　す効果等を検討するため、有識者による委員会を設置

◎大分スポーツ公園における民間活力導入可能性等の検討　　　　　　　　１９，８００

　・賑わい創出に向けた大分スポーツ公園の民間活力導入可能性調査等を実施

　

課名 スポーツ振興課

特
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 企画調査費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

世界へ挑む若い世代を後押しするため、海外の総合スポーツ教育機関が開催するサマーキ

　ャンプやスポーツ教室への参加を支援する。

繰入金 ( 0 ) ◎海外のサマーキャンプへの渡航支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，３５１

ジュニアアスリート世界挑戦 15,351 5,515 9,836 0 0 　・海外で開催されるサマーキャンプに参加する県内ジュニアアスリートの渡航に要する

事業費 　　経費への助成

◎スポーツ教室への参加料支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００

　・大分スポーツ公園で開催されるスポーツ教室に参加する県内小中学生の参加料への助

　　成

ラグビーワールドカップやクラブワールドカップの開催地として選出されるため、２０１

　９年のラグビーワールドカップ開催の実績や横浜キヤノンイーグルスのホームタウンとなっ

　ている強みを活かし、「ラグビーのまち大分」確立に向けた取組を実施する。

繰入金 ( 0 ) ◎大分県ラグビーフットボール協会との連携　　　　　　　　　　　　　　　１，１９４

おおいたラグビー未来づくり 23,819 9,410 14,409 0 0 　・幼稚園や小学校等への訪問型ラグビー教室の実施

事業費

◎横浜キヤノンイーグルスとの連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２，１０９

　・県内各地でラグビークリニックを行うとともに、リーグワン公式戦周辺イベントを実

　　施

◎Ｏｎｅ　Ｒｕｇｂｙ，Ｏｎｅ　Ｏｉｔａ推進委員会総会の開催　　　　　　　　５１６

繰入金 ( 8,011 )

250,181 145,393 96,777 8,011 205,330

課名 スポーツ振興課

目　　計

特

特

-32-
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４　重　点　事　業

(１) スポーツを活用した地域の元気づくり

〔スポーツ振興課〕

(２) 地域活性化に資するスポーツ施設のあり方の調査・検討

スポーツが持つ魅力や特性を最大限に活用し、地域の元気を創出していくため、地域の賑わいにつながるスポーツ施設のあり方に
ついて調査・検討を行っていく。

ナショナルチームやプロ・大学等のトップチーム等のスポーツ合宿の受入を市町村と連携して実施することによって、地域の魅力
を高め、交流人口の拡大につなげるなど、スポーツによる地域活性化を目指すとともに、県内プロスポーツチーム等と連携して、
県民がスポーツに親しむ機運の醸成を図る。また、ラグビーワールドカップ2019大分開催のレガシーを次世代に継承する取組を着
実に推進するほか、本年10月に開催される国際サイクルロードレース「ツール・ド･九州2026」の成功に向け、受入態勢の整備や
効果的な情報発信などの取組を進める。
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広 報 広 聴 課
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広報広聴課

　主　　　幹（総 括)

 （森　　晋　佑）

課 長

（田　吹　美　紀）

１　組　　　　織

 （阿　部　竜　也）

　広　聴　班(４人)

　広報・報道班(８人)

　参　　事 (総 括)

〔広報広聴課〕（１３人）
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２　分　掌　事　務

県行政の普及及び啓発を図るための各種広報に関すること

県政の広聴の実施及び県民からの陳情、照会、要望、意見等に関すること

報道機関との連絡に関すること

大分県の認知度及び好感度向上のための情報発信に関すること

その他広報及び広聴に関すること

〔広報広聴課〕

(１)

(２)

(３)

(４)

(５)
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 広報費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

観光や移住、就業等あらゆる分野で「選ばれるおおいた」の実現を図るため、Ｗｅｂマガ

　ジン等で情報を発信するとともに、デジタル広告出稿の内製化や外部専門人材の活用等によ

　り、各所属が実施する広報事業を効果的に支援する。

◎「ｅｄｉｔ　Ｏｉｔａ」による県外向け魅力情報発信　　　　　　　　　２２，０００

( 0 ) ◎首都圏、関西圏等を中心としたパブリシティ活動　　　　　　　　　　　　８，６０２

選ばれるおおいた情報発信推 65,379 43,125 0 22,254 105,278 ◎メディア露出アップ支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９，９００

進事業費 ◎動画放映による魅力発信　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３，２００

◎海外向け情報発信　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２３

◎ＤＸを活用した広報推進体制の強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，３６９

◎県庁ホームページＡＩチャットボット運用保守　　　　　　　　　　　　　１，５８４

◎職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，４５９

◎使用料及び賃借料　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４２　

国内外に向けた本県の魅力発信力を向上させるため、全庁で世界的に認知度の高いサンリ

繰入金 ( 0 ) 　オキャラクター（ハローキティ）を活用した効果的なＰＲを行う。

おおいた魅力発信向上事業費 40,000 19,522 20,478 0 0

◎キャラクター利用、オリジナルデザイン制作、ＰＲグッズ制作　　　　　４０，０００

テレビ、ラジオ、印刷物等による県政広報を実施する。

◎「新時代おおいた」印刷発行経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　８３，２１１

◎県政テレビ放送委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３，３９５

◎新聞による広報経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０，７８８

諸収入 ( 220,299 ) ◎ＡＭ・ＦＭラジオによる広報番組経費　　　　　　　　　　　　　　　　１１，９４５

広報活動費 223,353 0 265 223,088 220,564 ◎デジタル広告による広報経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０，４００

◎会計年度任用職員に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，５３０

◎ＳＮＳ運用等委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，１２０

◎「点字みんなの県政」発行経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１３６

◎印刷消耗費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３，７４２

◎職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１７１

◎役務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７５１

◎使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５４６

◎負担金補助及び交付金　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１８

課名 広報広聴課

特

-55-
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対話県政の推進

知事・幹部職員と県民との直接対話や県民意見募集手続の実施等により、各種施策の浸透状況を確認するとともに、県民の
声を県政に反映させる。

４　重　点　事　業

観光や移住、就業等あらゆる分野で「選ばれるおおいた」の実現を図るため、Webマガジン等で情報を発信するとともに、
デジタル広告や外部専門人材の活用等により、各所属が実施する広報事業が効果的なものとなるよう支援する。

国内外に向けた本県の魅力発信力を向上させるため、全庁で世界的に認知度の高いサンリオキャラクター（ハローキティ）
を活用した効果的なＰＲを行う。

(２) キャラクターを活用した本県の魅力発信力の向上

〔広報広聴課〕

(１) 「選ばれるおおいた」の実現に向けた効果的な情報発信の推進

(３)
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統 計 調 査 課
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 （荒　川　清　史）

　人口・社会生活統計班(８人)

　参　　　　　事 　課長補佐 (総 括)

（宗　安　英　亜）  （清　水　昭　久）

１　組　　　　織 統計調査課

〔統計調査課〕（２７人）

　統計企画班(５人)

　主　　幹 (総 括)

　副主幹 （総 括)

 （佐　藤　美　樹）

　統計分析班(６人)

　課　　　　　長 　主　　幹 (総 括)

（東　　信　之）  （野　中　公　成）

　産業統計班(６人)
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２　分　掌　事　務

〔統計調査課〕

(１) 統計事務の企画及び総合調整に関すること

(２) 統計法（平成１９年法律第５３号）に基づく委託調査の実施に関すること

(３) 大分県統計条例（平成２１年大分県条例第１４号）の施行に関すること

(４) 統計資料の収集、編集、分析及び提供並びにこれらの事務に係る関係部局との連携確保に関すること

(５) 統計資料の活用促進に関すること

(６) 統計の指導、普及及び研修に関すること
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（款）総務費 （項）統計調査費 （単位　千円） 目 委託統計費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

統計法第１６条及び統計法施行令第４条により法定受託事務とされている基幹統計調査等

　を実施する。

( 0 ) ◎総務省所管調査等経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５１，８５１

委託統計費 168,191 168,191 0 0 718,333 　・令和８年経済センサス活動調査、令和８年社会生活基本調査、家計調査、労働力調査

　　等

◎文部科学省所管調査経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８７８

　・学校基本調査、学校保健統計調査

◎厚生労働省所管調査経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５，４６２

　・毎月勤労統計調査

( 0 )

168,191 168,191 0 0 718,333

課名 統計調査課

目　　計
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（款）総務費 （項）統計調査費 （単位　千円） 目 県単統計費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

本県における経済の現状（経済規模、産業構造、所得水準、景気動向等）、毎月の人口推

　計及び新規学卒者の進学・就職状況を把握するため、各種調査等を行う。

◎会計年度任用職員に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，６８９

◎県民経済計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９４

( 4,946 ) ◎大分県産業連関表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００

県単統計費 5,483 0 0 5,483 4,946 ◎大分県景気動向指数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１２

◎大分県鉱工業指数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１１

◎大分県新規学卒者実態調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０８

◎職員向けEBPM実践支援研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１４

◎大分県商品流通調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７５

◎職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６７７

◎印刷消耗費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０３

( 4,946 )

5,483 0 0 5,483 4,946

課名 統計調査課

目　　計
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４　重　点　事　業

〔統計調査課〕

全産業分野の売上（収入）金額や費用等の経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国における事業所・企業の経済活動
を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業所・企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得ることを目的として
実施する。

国民の生活時間の配分及び自由時間における主な活動について調査し、国民の社会生活の実態を明らかにすることにより、
各種行政施策の基礎資料を得ることを目的として実施する。

（１）「令和８年経済センサスー活動調査」

（２）「令和８年社会生活基本調査」
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交 通 政 策 局 
（交通政策企画課） 

（地域交通・物流対策室）
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地域交通・物流対策班(５人)

（河辺 大輔)(兼 )

参 事 ( 総 括 )

主 幹 ( 総 括 )

（　西　藤　　法　樹　）

（　平　山　　　聡 　 ）

参 事 ( 総 括 )

（　河　野　　茂　記　）

〔地域交通・物流対策室〕（６人）

室 長

（ 松 垣 安 城 ）

主 幹

（荒 添  陽 平）(兼)

交通政策局１　組　　　　織

（ 幸 野 和 成 ）

課 長

〔交通政策局長〕（嶋川　智尉）

主 幹 ( 総 括 )

（　三　浦　　剛　史　）

海上交通班(４人)

空港企画班(３人)

広域交通班(５人)

参 事

〔交通政策企画課〕（１３人）
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〔交通政策企画課〕

(１)

物資の流通の効率化に関する法律（平成17年 法律第85号）の施行に関すること

（１）

（２）

（３）

(２)

(３)

(４)

物流対策の総合企画及び連絡調整に関すること

(６) その他交通政策に関すること（地域交通・物流対策室の所掌に係る事項を除く。）

２　分　掌　事　務

交通政策の総合企画及び調整に関すること

広域交通ネットワークの推進に関すること

大分空港海上アクセスに関すること

大分空港の活性化に関すること

地域交通・物流対策室の庶務に関すること

地域交通に関すること

(５)

〔地域交通・物流対策室〕
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 交通対策費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

九州の東の玄関口としての拠点化を推進するため、県内外を結ぶ陸海空の交通ネットワー

　クの充実や確保に向けた取組を支援する。

◎フェリー航路利用促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０，０００

　・フェリー等事業者が行う船員確保や効率化等に要する経費への助成

◎国内航空路線利用促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，５１５

　・新規路線の誘致促進等に対して助成

　・航空会社と連携した利用促進に対して助成

( 15,822 )

九州の東の玄関口としての拠 64,668 49,363 0 15,305 35,822 ◎大分空港アクセス改善事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，７０１

点化推進事業費 　・ノースライナー・佐臼ライナー・ホーバータクシーの運行費を助成

◎別府港フェリーターミナル再編に向けた準備　　　　　　　　　　　　　　　　５０５

　・先進地事例調査等の実施

◎ホーバーターミナルおおいた賑わい創出事業　　　　　　　　　　　　　　７，１２３

　・西大分側ホーバーターミナルや周辺地域の賑わい創出に要する経費への助成

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８２４

国際線の安定的な運航継続を図るため、市町村等と連携し運航支援や利用促進策を実施す

　るとともに、新規路線の誘致に取り組む。

◎定着化対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４３，６４６

　・ソウル線及び台北線の着陸料やＰＲ広告等に対して助成

　・大分空港を発着とする団体海外旅行客の渡航費用への助成

◎新規路線誘致対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３，０９０

　・新規路線を誘致するため、着陸料やＰＲ広告等に対して助成

諸収入 ( 148,238 )

国際航空路線誘致・拡充促進 200,052 21,389 10,694 167,969 148,238 ◎空港人材誘致活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０，５６２

事業費 　・地上支援業務の人材確保に要する経費

◎大分空港利用促進期成会会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，５５４

課名 交通政策企画課

特

特

特

特

特
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 交通対策費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

東九州新幹線や豊予海峡ルート（豊後伊予連絡道路等）の実現を図るため、新幹線の整備

　計画路線への格上げに向けた国への要望活動等を行うとともに、期成会を活用した機運醸成

　や、九州・四国の関係機関と連携したシンポジウムの開催などに取り組む。

繰入金 ( 0 ) ◎東九州新幹線等の実現に向けた機運醸成　　　　　　　　　　　　　　　５０，０００

東九州新幹線等広域交通推進 64,307 0 64,307 0 48,801 　・新幹線基本計画路線全国総決起大会の開催やイベントへの出展等による機運醸成　等

事業費

◎豊予海峡ルート（豊後伊予連絡道路等）の研究活動　　　　　　　　　　１１，５６９

　・技術的課題の調査等の実施

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，７３８

国内航空路線の利用促進を図るため、既存路線の増便や利便性向上のためのダイヤ再編等

( 1,009 ) 　について各航空会社等へ働きかける。

国内航空対策事業費 1,006 0 0 1,006 1,009

◎職員旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８６１

◎印刷消耗費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４５

ホーバークラフトの運航による大分空港のアクセス改善を図るため、ホーバーターミナル

　おおいた（西大分・国東）の管理運営を行う。

◎保守管理委託料　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７８，８９４

　・旅客ターミナル施設や駐車場の維持管理　等

使用料及手数料 ( 80,726 )

ホーバーターミナルおおいた 105,432 2,556 4,913 81,944 115,431 ◎光熱水費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，１３３

管理運営事業費 財産収入 　・旅客ターミナル施設の電気代及び水道代

994

諸収入 ◎使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７，８０９

15,025 　・大分空港側発着地の一部における国有地使用料　等

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，５９６

地域における広域的な幹線バス路線維持を図るため、民間バス会社の運行費等を助成する。

( 59,365 ) ◎路線維持費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７９，０７４

地方バス路線維持対策費 96,350 0 0 96,350 59,365 　・幹線バス路線の運行に対して助成

◎車両減価償却費補助　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，２７６

　・ノンステップバス、ワンステップバスの購入に係る減価償却費に対して助成

課名 交通政策企画課
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（款）総務費 （項）企画費 （単位　千円） 目 交通対策費

令和8年度 左　の　財　源　内　訳 （一般財源）

事　　業　　名　 国庫支出金 そ　の　他 一般財源 令和7年度 事　　　　業　　　　概　　　　要　 

当初予算額 当初予算額

地域公共交通の効率化や利便性向上を図るため、事業者や市町村が行うＤＸを活用した業

　務改善などの取組を支援する。

◎交通ＤＸ導入支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５，０００

( 0 ) 　・運行管理システム、スマートバス停、配車アプリ導入に取り組む交通事業者に対して

地域公共交通ＤＸ促進事業費 96,550 86,550 0 10,000 45,000 　　助成

◎ＥＶ車両導入支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１，５５０

　・ＥＶ車両等を導入する交通事業者に対して助成　　　　　　　　　　　　　　　

◎自動運転実証支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，０００

　・自動運転の実証実験に取り組む市町村に対して助成

公共交通の維持・確保と環境負荷の低減を図るため、公共交通の利用促進に向けた普及啓

　発に取り組む。

◎１日バス無料デーの開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１，１０１

( 0 ) 　・路線バス事業者による１日バス無料デーの実施に要する経費への助成

公共交通利用促進事業費 14,986 14,986 0 0 0

◎環境アプリ「エコふぁみ」を活用した公共交通利用促進キャンペーン　　　１，９７１

　・「エコふぁみ」と連携したバス・鉄道等の乗車ポイントの付与

◎公共交通利用促進のための需要喚起　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，９１４

　・ＳＮＳ等を活用した情報発信

持続可能な輸送体制を確保するため、事業者や荷主が行う物流効率化に資するシステムや

　設備導入、物流拠点の整備を支援する。

( 0 ) ◎トラック輸送効率化支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６，５００

物流効率化推進事業費 47,466 47,466 0 0 0 　・物流の効率化や生産性向上に資するシステム導入等に要する経費への助成

　・物流拠点の整備・機能強化に要する経費への助成

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９６６

東九州新幹線鉄道の建設促進や列車の運行に係る利便性向上等に向けた関係機関への働き

　かけを行う。

( 1,048 ) ◎九州地域鉄道整備促進協議会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０

陸上・海上交通体系対策費 864 0 0 864 1,048 ◎東九州新幹線鉄道建設促進期成会負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０

◎職員旅費　等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７６４

課名 交通政策企画課

特

特
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４　重　点　事　業

〔交通政策局〕

(１) 広域交通ネットワークの形成に向けた取組の推進

将来の県勢発展を支える基幹交通体系として期待される東九州新幹線や豊予海峡ルート等の実現に向けて、シンポジウムの開催な
どにより県民の理解促進・機運醸成を図る。

また、新幹線整備計画路線の格上げに向けて、４県１市期成会による活動に加えて全国の関係者が一堂に会した総決起大会を開催
するとともに、関係県・団体と連携した国への要望活動を行っていく。

(３) 九州の東の玄関口としての拠点化推進

　九州の東の玄関口としての拠点化を推進するため、県内外を結ぶ陸海空の交通ネットワークの充実や確保に取り組む。
　大分空港の機能強化に向けた国内航空路線やホーバークラフト等の利用促進のほか、フェリー航路の安定運航に資する取組を進め
る。

(４)

(２) 国際線の安定的な運航継続及び新規就航に向けた取組の推進

　大分空港における国際線の安定的な運航を実現させるため、航空会社に対する運航費用軽減への支援や、夏季の需要底上げに向け
た県民の団体渡航支援等の利用促進、空港人材の確保対策を行うとともに、新規路線の誘致に取り組む。

公共交通・物流サービスの維持・確保と利便性向上

　バス無料デー等の公共交通利用促進キャンペーンの実施に加え、業界のイメージアップや事業者の採用活動支援等の乗務員確保対
策により、公共交通の維持・確保を図っていく。
　また、物流の効率化を推進するため、共同集配送を行う物流拠点の整備等に取り組む。
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ハーモニーランドエンタメリゾート化に関し、求められるニーズや課題等に県としてワンストップで対応するとともに、民間投資を円滑かつ迅
速に進め、誘致効果の最大化を図るため、県庁内に「ハーモニーランドエンタメリゾート化支援プロジェクトチーム（ＰＴ）」を設置
（構成：県庁７部局25所属、日出町、杵築市 設置日：令和８年２月１２日）

ハーモニーランドエンタメリゾート化の支援について

１ 支援プロジェクトチーム

２ 対応分野

３ 当面の取組
（１）ハーモニーランド周辺の渋滞対策

・ハーモニーランド周辺における繁忙期の渋滞は重要な課題
（２）その他

・今後、サンリオエンターテイメントからリゾート化計画の進捗説明を受ける予定

⇒サンリオや地元から寄せられるニーズ・課題にワンストップで対応し、円滑かつ迅速な民間投資と誘致効果の最大化を図る。

・市街地区域以外の開発、公園施設設置管理許可
・環境アセスメント
・林地開発許可
・水道、浄化槽の設置
・食事・宿泊・入浴施設の提供
など

・先端技術導入（自動運転、ＡＩ、空飛ぶクルマ）
・観光プロモーション
・従業員の確保・拡大
・２次交通対策
など

・渋滞対策、アクセス改善 ・人事、組織、予算、地元調整

①土地・施設開発

②交通対策 ④総合調整

③魅力・付加価値向上
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＜空港アクセス改善事業の取組について＞

大分駅南口の乗り場

１．運航関係
・R7.7.26 空港アクセス便運航開始（４往復８便）

所要時間 ３５分（冬季４０分） 運賃片道２，０００円（現地購入 ２，５００円）

・R8.4.1 空港アクセス便の２便増便（５往復１０便）

・R8.5.2 大分空港発着周遊便の開始（毎週土曜日 １３：１５～１３：４５）
運賃２，０００円（現地購入２，５００円）
※好調なインバウンド客の取り込みを主なターゲットとし、国東の新たな観光資源となることも期待
参考：チェジュ航空 １０：００（ソウル発）⇒１１：４５（大分着） 火・水・土運航

タイガーエア １６：３０（大分発）⇒１７：５５（台北着） 水・土運航
〇別府湾周遊便の就航から１年半が経過、空港アクセス便も含め、着実に安全運航の実績を積み重ねている。

〇運航事業者は増便のための夜間航行開始に向けた手続きを進めており、夜間周遊便から夜間定期便へと段階的にステップ
アップし、夜間定期便については今夏のサービス開始を目指す予定。

２．２次交通対策 ３．にぎわいづくり
〇空港アクセス改善のためには、ホーバークラフトの導入
とあわせ、大分市内中心部と西大分ターミナル間の２次
交通手段の確保が必要

〇その手段として「ホーバータクシー」の取組を実施
・大分駅構内タクシー協会と連携
・運賃はメーター運賃で走行し、利用料金は１台当たり
初乗り運賃程度の６００円で固定（差額は補填）

・相乗りも可とし、２名の場合は３００円、３名の場合
は２００円と路線バス程度の料金

※一人当たりの運行コスト
（県負担分）３７５円 （利用者）２８４円

※２次交通を整えモーダルシフトを促すことで空港駐車場混雑
緩和にも期待

ホーバーターミナルの乗り場

〇ホーバークラフトの更なる魅力発信等に向けて、県として
も、ホーバーターミナル施設の魅力的な空間と、周辺地域
が有する資源やポテンシャル等を最大限活かしながら、に
ぎわいづくりの面で後押し

〇民間の創意工夫を凝らしたイベント開催や、ホーバークラ
フト関連の商品開発などの提案を募り、民間発意の様々な
取組に対し支援

参考）にぎわい創出補助金 R8当初予算 7,123千円
①ターミナル活用型 50万円/件 補助率１/２
②地域一体型 100万円/件 補助率２/３～１/２
③商品開発型 150万円～100万円/件 補助率２/３～１/２
※現在公募中（①②4/24〆切、③5/22〆切）

かんたん花火大会の様子（R7.9） ウェールズ男子合唱団公演（R7.10）
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➣新幹線基本計画路線の同盟会・期成会等の全国各地の関係者・団体が一堂に会し、国に対して、整備計画路線への格上げに向けた
法定調査の早期実施や新幹線整備財源の大幅な拡充などを求めるため、新幹線基本計画路線全国総決起大会を東京都内で初開催。

【日 時】 令和８年１月２２日（木）10：30 ～ 12：00
【主 催】 羽越新幹線建設促進同盟会 （会 長：山形県知事 吉村美栄子）

奥羽新幹線建設促進同盟会 （会 長： 〃 ）
山陰新幹線建設促進期成同盟会 （代表世話人：鳥取県知事 平井 伸治）
中国横断新幹線整備促進協議会 （会 長：岡山県知事 伊原木隆太）
四国新幹線整備促進期成会 （会 長：四国経済連合会会長 長井 啓介）
東九州新幹線鉄道建設促進期成会（会 長：宮崎県知事 河野 俊嗣）

【出席者】約５００名 各期成会関係者（県、市町村、議会、経済団体）、国会議員 等
➣大会終了後、各期成会会長（県知事）や各地域選出の国会議員と共に政府・与党へ要望活動を実施
【要望先】 国土交通省 佐々木副大臣、水嶋事務次官／財務省 新川事務次官

自由民主党 鈴木幹事長
➣全国的な動きを活発化し、世論を喚起していくため、第２回大会を開催（日程調整中）

➣東九州新幹線鉄道建設促進期成会の関係自治体（福岡・大分・宮崎・鹿児島・北九州市）の
首長・議長等で、令和８年度政府予算案に盛り込まれた「ケーススタディ調査」の対象に、
東九州新幹線を選定するよう政府へ要望活動を実施

【日 時】 令和８年１月２２日（木）午後
【要棒先】 国土交通省 永井政務官、五十嵐鉄道局長
➣今後もあらゆる場を活用し、国への働きかけを強化

１ 全国の基本計画路線関係県等と連携した取組

２ 東九州新幹線の整備計画格上げに向けた取組

３ 豊予海峡ルートの研究活動等

ガンバロウ三唱

要望活動の様子
（佐々木副大臣）

要望活動の様子
（五十嵐鉄道局長）

旧日本鉄建公団がS49から９年間かけて
実施した豊予海峡の地質や断層の調査結果
を最新の知見を用いて再検証
➣トンネルルート上に活断層は確認できない
➣地質図（地質構成）は大きく変わらない

R8政府予算案（鉄道局）

R6 地質文献調査 R7 道路トンネルの工法検討・概算事業費の算出 R8 PFI等民間資金活用方策などの検討

R6～R7にかけて研究したデータ
を基に、PFI等民間資金活用など
の可能性を検討

国内において類例の少ない海底長大トンネルとなるため、
類似条件下で施行された事例（青函トンネル）を参考に、
道路トンネルの工法・構造検討や概算事業費を算出
➣青函トンネルと同様の「山岳工法」の適用は十分可能
➣海峡部トンネル21.3km 概算事業費 9,300億円

広域交通ネットワークについて -54-



1. 個人版ふるさと納税

2. 企業版ふるさと納税

（単位：千円）

（単位：千円）

・R8年3月末時点における対前年比は 87.1％（39,083千円減）
・R6年度はソフトバンク株式会社から2.5億円寄附、R7年度は同社から1.06億円の寄附
【R7年度の取組内容】①部長会議で課題共有、②庁内体制整備、③周知用パンフレット作製、

④マニュアル作成・庁内説明会、⑤寄附希望企業とのマッチング事業者5社と契約

R8.3.31時点

・R8年3月末時点における対前年比は 352.8％（136,097千円増）
・R7年度は、佐賀関大規模災害への寄附金18,877千円含む（返礼品なし）
【R7年度の取組内容】

①返礼品の増（R7年3月末 50品目 → R8年3月末 約400品目）、②サイトの増（R7年10月に４大サイトで掲載完了）、
③管理業務（返礼品管理、寄附受納証発行等）の外部委託（R6年秋～）、④市町村との連携（共通返礼品等）

令和７年度ふるさと納税の状況 R8.3.31時点

R5年度
前年比 前年比

28,502 304,137 1067.1% 265,054 87.1%

（ソフトバンク社から
の寄附金を除く） (28,502) (54,137) (189.9%) (159,054) (293.8%)

県分

R6年度 R7年度

R5年度
前年比 前年比

17,343 53,827 310.4% 189,924 352.8%県分

R6年度 R7年度
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3. 個人版ふるさと納税の寄附目的の内訳

4. 個人版ふるさと納税の返礼品の内訳

寄附の主な使途割合寄附額目的

要支援児童等に対する食事の提供、生活習慣の形成、学習・体
験活動等の支援を行う市町村に対する補助金

こどもの居場所づくり
推進事業

80.7％153,243千円こども・子育て支援

学校の長期休業時等にこどもが悩みを共有できる居場所の提
供や家庭訪問によりこどもの様子や家庭状況の確認を実施

ヤングケアラー等
支援体制強化事業

保護者のレスパイト時間を確保し、身体的負担を軽減するため、
保険適用外の訪問看護利用にかかる費用を助成

医療的ケア児等支援
推進事業

障がい児の療育・相談体制の充実、巡回療育支援、訪問支援、
外来療育等支援、施設支援などに要する経費

障がい児等地域療育等
支援事業

NPOが他団体等と連携して地域課題に取り組む活動を支援ふるさと創生NPO
活動支援事業

5.5％10,463千円NPO活動支援

佐賀関大規模災害への寄附金9.9％18,877千円災害寄附

-3.9％7,340千円クラウドファンディング

100％１８９，９２４千円合計

割合寄附額返礼品

78.9％134,950千円旅行券・トラベルクーポン

3.2％5,409千円海産物（刺身、一夜干し、漬け丼、フライ等）

2.9％5,027千円かぼす（果汁、清涼飲料、ハイボール等）

2.1％3,511千円和牛（切り落とし、ハンバーグ、生ハム等）

0.8％1,410千円乾しいたけ（どんこ、うまみだけ、香信等）

0.8％1,380千円坐来大分（大分県アンテナショップ）食事券

11.3％19,360千円その他（燻製ﾅｯﾂ､甘酒､ｱﾙｹﾞﾘｯﾁ音楽祭DVD等）

100％171,047千円合計 （※佐賀関大規模災害への寄附金 18,877千円を除く）

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値と内訳の計とが一致しない場合がある

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計欄の数値と内訳の計とが一致しない場合がある

令和７年度ふるさと納税の状況
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「 おおいた地域交通ビジョン２０２６」 の策定について

５年間（令和８年１０月～令和１３年９月） 対象区域 現行の６圏域計画を統合し、大分県全域とする計画期間

検討の経過と今後の予定

R7.8月～ 現状分析
①データを活用した現状把握
・携帯電話の位置情報を活用し、住民・観光客の移動実態を把握、分析
・ICカードデータやGTFSデータ、路線バス及びコミュニティバス輸送実績を組み合わせ、
供給（運行回数）と需要（利用者数）にギャップがある区間などを可視化

〇 現行の「大分県地域公共交通計画」（令和３年１０月～令和８年９月）が５年経過するため、新計画に更新
〇乗務員不足や利用者の減少等の厳しい状況に置かれている地域交通の維持・確保を図るため、目指すべき地域交通の姿
と施策の方向性を広く示すマスタープランとして「おおいた地域交通ビジョン２０２６」を令和８年１０月に策定予定
※この計画に基づき、各市町が地域の実情に応じた交通計画を策定

【利用者】 公共交通利用の際の不便感
（運行頻度が不十分、バスの最終便の時間が早い、自家用車と比較し総移動時間が長い、運行情報が分かりにくい 等）

【事業者】 担い手不足、設備投資への余裕がない、運行経費への行政支援が不十分 等

【自治体】 運行経費の増加による財政負担の増、少ない人員で交通政策を一手に担っている 等

②県民、高校生、利用者、交通事業者、自治体職員に対してヒアリング・アンケート調査による現状把握の実施

R7.12月 圏域分科会・ワーキング開催（計８回）
公募委員３名を含むのべ約200名が参加し、地域ごとの課題を協議

R8.3月 骨子について、総務企画委員会で報告
R8.4月 R8第1回大分県地域公共交通活性化協議会 計画素案の協議（予定）
R8.6月 R8第2回大分県地域公共交通活性化協議会 計画最終案の協議（地域交通法改正を反映予定）
R8.6月 計画最終案について、総務企画委員会で報告

→パブリックコメント
R8.9月 「おおいた地域交通ビジョン２０２６」策定（予定）

R7.4月～ R7第1回大分県地域公共交通活性化協議会 新計画の検討開始 以降4回の活性化協議会にて協議
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住み慣れたまちで暮らす・働く・育てるための「交通空白」解消へ

目指す姿 「マイカーに頼りすぎず、誰もが安心してスマートに移動できる大分県」

基本方針１

未来を見据えたデジタルでスマートな地域交通へ基本方針２

カッコイイ仕事として担い手が育つ地域交通へ基本方針３

①鉄道・バス・タクシー・離島航路の路線維持・存続
自治体による運行（運航）支援継続及び支援制度の見直し検討、交通モード間の連携協定の進展・拡大

②移動実態や潜在的ニーズに即した公共交通ネットワークの見直し
定時定路線型からドアtoドアのデマンド型への移行、中山間地域でのタクシーの公共受託の拡大や利用助成の検討

③公共交通の利便性向上・快適化に向けた設備投資の促進
圏域単位での投資計画の策定、キャッシュレス決済への対応、わかりやすい案内表示の整備・更新、ユニバーサルデザイン化の促進

④ DX化の促進による交通システムの改善
九州MaaSとの連携によるデジタル乗車券等の活用、スマートバス停等の整備・更新、GTFS等のオープンデータの適切な管理

⑤先進技術による新たな移動サービスの導入
AIオンデマンドシステムの活用、自動運転（レベル４）の社会実装に向けた検討

⑥地球環境にやさしい交通手段の選択
低燃費車両・EV車両等の導入促進、環境にやさしい公共交通の利用促進

⑦乗務員の確保・定着と就労環境の改善
交通事業者が行う人材確保への支援（二種免許取得支援、採用人材育成伴走支援等）、乗務員や整備士等の労働環境と待遇の改善に向けた検討

⑧事業者間・自治体間で連携・協調した人材育成
行政の地域公共交通施策や業務の包括的サポート体制の構築、行政と交通事業者の人材連携ネットワークの構築（行政・事業者共同研修会の実施 等）

⑨公共交通の利用に向けた業界全体の魅力発信及び県民を挙げての意識啓発
行政公式SNSや広報紙等における定期的かつ幅広い発信による利用促進と意識啓発、
一般県民向けの業界PRや利用促進につながるイベント等の実施及び開催支援（バス無料デー、クルマのしごとフェス、運転乗車体験 等）

「 おおいた地域交通ビジョン２０２６」 の骨子について

目指す姿を達成するための「３つの基本方針」・「９の重点施策」の案

今後、地域交通法改正の内容を反映する予定
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